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積水化学工業（株）の概要

工業化の徹底により環境負荷の小さな住宅システム構築を目指している

組み立て作業ユニット 工場生産

積水化学工業(株)の売上構成比

０７年度：９，５８６億円

販売住宅戸数：
約1万６千戸

当社ではユニット工法を採用し、工場生産化率８０％以上を特徴としている

「セキスイハイム」ブランドで
販売展開

鉄骨系ユニット住宅 木質系ユニット住宅

高機能
プラス
チック
27% 住宅

48%

環境ラ
イフラ
イン
25%
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住宅に関わるＣＯ２排出量と削減ポイント

◇住宅生涯のＣＯ２排出量 当社戸建モデルで試算（新省エネレベル）

・生活時のエネルギー消費が一番大きい

→生活時の省エネルギー化
・２番目は建設時、3番目が改修時であるが、

これは長期間使用するほど耐用年当りの

影響は小さくなる →住宅の長寿命化
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生活時省エネルギー対策の方向性

◇省エネルギー（ＣＯ２削減）対策の方向性

省エネルギー

冷暖房 給湯 家電・照明

住
宅

躯体

性能

断熱性能強化

日射遮蔽技術

設備の断熱性強
化、節水技術

電力消費量、

省エネ配線技術

自然

利用

通風、排熱、蓄熱
太陽熱利用 等

自然採光 等

設備

機器

冷暖房機器の
高効率化

給湯機器の

高効率化

省エネ照明・家電
の導入促進

創エネルギー

戸別分散型
新エネルギー

ユーザーの省エネ意識・行動を促進する技術・サービス・インセンティブ制度ユーザー

１．基本となる住宅躯体の性能確保
２．敷地条件に合わせた自然エネルギーの積極利用
３．上記2項目を前提とした高効率なエネルギー設備機器
４．ユーザーの省エネ意識・行動の促進

住宅パッケージ
で供給
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省エネ提案型住宅の商品化

エコロジー は エコノミー

高効率の機器
エコキュート

ユーザー啓蒙
コンサルティング

高気密高断熱
住宅ハード性能

最適コントロール
シミュレーション

新エネルギー活用
太陽光発電システム

快適・光熱費ゼロ住宅

ALL電化
時間帯別電力契約

ハード技術 省エネ生活
サポート（ソフト）
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躯体の省エネルギー化

◇プレハブメーカーでの次世代省エネ採用率

◇断熱性能と熱損失
一般住宅
（新省エネ基準Ⅳ地区）

弊社のトップレベル
の省エネ住宅 Ⅳ地区

一般住宅
（次世代省エネ基準Ⅳ地区）

健康・安全性（ヒートショック防止）、
快適性（室内温度差）、
省エネルギーの面から
次世代省エネルギー基準以上の
断熱性能が望ましい
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弊社

プレハブ平均
約３５％

住宅全体の比率
(当社推定値）
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冬の垂直温度差を比較すると…

天井付近：２５℃

床高１．２ｍ：２１℃

床面：１５℃

温度差

１０℃

天井付近：２２℃

床高１．２ｍ：２１℃

床面：１９℃

温度差

３℃

▶一般的な省エネ住宅
（Ｑ値４．０）

▶当社グランツーユー
（Ｑ値１．６）

※東京の1月代表日（外気温５～６℃）に、全館空調を２４時間運転した場合。
エアコン位置：全居室 設定温度：２１℃ 延床面積：１３３．６６㎡（一部吹き抜けあり）

垂直方向の温度差がないほど住まいは快適。
温度差があるほど体感温度は寒く、暖房を使ってしまう。
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設備機器の省エネルギー化

◇高効率給湯システム：エコキュート
◇高効率空調システム

◇省エネ家電

（省エネラベリング制度）

給湯、冷暖房、家電照明の各分野で省エネ機器は進化
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太陽光発電システムの大型化（１）

段違い屋根
単結晶導入

○勾配屋根ＰＶシステムの進化

太陽光発電システムに

合わせた屋根システム開発
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太陽光発電システムの大型化（２）

○新築住宅の太陽光発電システム塔載率 と平均容量

○フラット屋根ＰＶシステムの進化

27%

49% 54% 50% 45%
53%

34%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

０１年 02年 ０３年 ０４年 ０５年 06年 07年

3.4

4
4.3 4.2 4.2

3.5

4.2

2

3

4

5

０１年 02年 ０３年 ０４年 ０５年 06年 07年

kW

・軽量金具による設置 (コストダウン）

・屋根形状に対して設置フリー(全面設置）

屋根システムの改良により 太陽光の採用率、塔載容量が拡大！
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光熱費ゼロ住宅のポテンシャル

東京都の気象条件 １２０㎡モデルプラン 当社試算

79
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38

73

13

82

81

77

73

-0.1

家電等

給湯

冷暖房

4100

3600

2600

500

一般住宅

高断熱住宅

＋エコキュート
（ＡＬＬ電化）

＋ＰＶ
５．６５ｋＷ

CO2 ：kg-co2／年光熱費 千円／年

○光熱費ゼロモデルシミュレーション

○ライフサイクルコストＬＣＣの考え方

高効率機器の初期価格はアップ →しかし、光熱費削減分で償却できる

初期コストは 約２８０万円アップするが、 約1４年で回収できる。

ユーザーメリットをわかりやすく説明

東京都139㎡モデル の条件で試算

敷地条件、プラン、使用家電機器、生活スタイルにより変動します
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弊社省エネ仕様の導入状況

34%

49% 53%
45%

18%
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98% 100% 100%
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太陽光発電システム エコキュート

次世代省エネ断熱 光熱費ゼロ

省エネ提案型住宅（光熱費ゼロ住宅）訴求により、
省エネ・創エネ仕様の採用率が大きく拡大

◇弊社の省エネ（新エネ）仕様の採用率
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弊社販売住宅のＣＯ２削減実績

・一般的住宅世帯での 生活時ＣＯ２排出量は約４０００kg/年
⇒０７年度では約３０％に削減できたことになる
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◇弊社販売住宅のＣＯ２削減状況（試算）
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○プレハブ住宅協会 エコアクション２１ Ｒｅｐｏｒｔより

プレハブ住宅業界の省エネ仕様 導入状況
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ユーザーの意識の変化は

当社の太陽光発電システム付住宅に入居１年以上
のユーザーへの調査 （N=620）

太陽光採用理由 省エネ生活への変化

光熱費と地球
環境の両立

68%

光熱費削減

24%

地球環境 8%

変わらない

32%

あまり変わら

ない
11%

変わった

22%

尐し変わった

35%

太陽光発電システム導入でユーザーの省エネ意識が進む

＜ユーザーの声＞

どうすれば省エネ生活できるの？ →具体的な情報がほしい
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○光熱費構成比の変化

ユーザーの省エネ生活の重要性

一般住宅

￥225,900

省エネルギー型住宅

￥142,100

冷暖房

給湯

家電照明 等

25%

27%

43%

30%
60%

15%

当社トップレベル省エネ住宅
（太陽光なしで試算）

省エネ型住宅では家電照明比率増加

ユーザーの強い意志

エネルギー消費実態の把握 （見える化）

わかりやすい目標の設定 （相対比較）

更なる省エネの
主役はユーザー
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＜例題＞身近な光熱費データも見方次第で．．．．．

平均値との比較、季節間の変動に注目すれば

改善すべきポイントが見えてくる。

月次光熱費推移　円／月

0

10000

20000

30000

40000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

一般平均

Ａさん

Ｂさん

一般的な家庭の平均

光熱費 ２２万円／年

Ａさん Ｂさん

光熱費 ２５万円／年
省エネがんば

りましょう
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省エネ生活を実践する為の情報
環境省

チーム・マイナス
６％

省エネルギー センター

家庭の省エネ大辞典

弊社 ＷＥＢサイト
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現状把握する為には

太陽光発電システムの付帯設備

発電量だけでなく消費電力が測定できる

光熱費ナビによって電力消費状況が明確
になる。

そのデータをユーザーが有効活用できれ
ば、省エネ・光熱費削減につながる。

データーの見える化 により 課題と対策が明確になる

○光熱費ナビの導入

○光熱費ナビの活用
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○住宅の生活時の消費エネルギーは
機器レベルの部分最適から、住宅の全体最適へ

視野を拡大することで 最小化ができる。

このような省エネルギー型の住宅を拡大することが、
民生部門のＣＯ２削減につながる。

まとめ

○住宅のユーザーの省エネ型の生活実践も重要。

実践行動をサポートできる仕組み（ソフト）を
ハードとあわせて導入していくことが、今後重要に

なってくる。


